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研究成果の概要：当事者が意識しないまま事務処理関係が競合することがある。そのうち、と

くに委任等の事務処理契約と信託の競合は、事務処理のための費用として金銭が交付される場

合など、非常に広範に生じる。事務処理契約の法律効果と信託の法律効果は、すでに基本的な

ものについて大きく異なる（たとえば、受任者・受託者の権限と義務の内容、権限違反行為・

義務違反行為の効果）。そのため、この場合の当事者間の法律関係をどのように認めるかが問題

となるが、当事者が意識しなかった信託の法律効果は黙示の合意により基本的に排除されてお

り、意識的に設定した事務処理契約によって基本的に規律されると解すべきである。ただ、信

託の効果としての倒産隔離効を排除する意図は当事者に通常なく、したがって、その前提とな

る効果（たとえば、受託者の分別管理義務）も通常認められるべきこととなる。 
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１．研究開始当初の背景 

ある者が他人のために事務を処理する制
度には、委任・準委任、代理、寄託、制限行
為能力者のための財産管理、遺言執行、信託
など、さまざまなものがある。そして、一つ
の社会関係においてそれらのうちの複数の
制度が競合することがある。ただ、その競合
の問題が重視されることはあまりなかった。
しかしながら、信託への注目の高まりと最判
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問題の重要性を認識させるものであったと
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の遂行のために金銭が事務処理者に預けら
れた場合に、その金銭がどのような法的扱い
を受けるか、とくに、事務処理者の責任財産
を構成するかに関するものであり、一定の要
件のもとで信託の成立を認めて、これを否定
したものである。ある事務処理契約（請負）
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を締結する意思でその契約を締結し、信託の
設定を全く意識していなかった当事者の間
に、信託法理の適用を認めたのである。そし
て、その後、同様の態度を示唆する最高裁判
決が幾つか続いた。 

事務処理者に金銭を預けた場合に信託が
成立するならば、そこでは、委任・請負等と
信託という２つの法律関係が併存している
か、あるいは 2つの契約の混合契約が成立し
ていることになる。この場合には、当事者間
の権利義務を規律するものとして、委任・請
負等に関する規律と信託に関する規律があ
ることになるが、それらの内容は時として大
きく異なる（例：忠実義務の有無、善管注意
義務の程度、依頼者の監督権の範囲、事務処
理者の報告義務の範囲など）。そうすると、
当事者間の権利義務関係をどのように考え
るのかが問題とならざるを得ない。 

そこで、他人のための事務処理に関する制
度について、とくに信託及び信託法の進展に
照らして、それぞれの異同とそれらが競合す
る場合の捉え方を明らかにすることが重要
であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 一般的には１において述べたとおりであ
るが、より具体的には、次のことを研究の目
的とした。 
（1）民法上の他人のための事務処理制度と
信託が競合するものと認められてよい場合
を明らかにすること。とりわけ、当事者が意
図しないままに信託の成立が認められるの
はどのような場合かという、信託の成立要件
を明らかにすること。 
（2）他人のための事務処理制度の競合が認
められる場合において、事務処理関係の当事
者間に生じる権利義務（とくに、事務処理者
が負う義務）の内容を明らかにすること。 
（3）以上の前提として、とくに信託と委任
その他の法律関係における同様の事態の法
的処理の異同を明らかにすること。なかでも、
財産の帰属または財産の支配における優先
関係を明らかにする必要が高い事務処理者
の権限逸脱行為または義務違反行為の場合
について、その効果（依頼者または預けられ
た財産が、その効果をいかなる要件のもとで
引き受けなければならないか）を明らかにす
ること。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、研究代表者が単独で行うもので
あった。そのため、研究は、基本的に必要と
考えられる内外の文献を収集・検討する、関
連する問題に造詣の深い専門家への聞き取
り調査を行いそれを分析する、という方法で
進めた。 
 研究の初期段階では、他人のための事務処

理関係が競合しうる場合がどの程度あるか
につき、上記のようにして検討した。 
その結果、競合しうる場合は相当の広がり

がありうること、ただ、それを競合と捉える
かどうかは、それぞれの制度における法律関
係の異同を前提として決められるべきであ
るという認識に至った。そのため、研究の中
期以降は、それぞれの制度における法律効果
の異同を明らかにすること、とりわけ「２．
研究の目的」の（3）に記した問題を明らか
にすることに重点を置いて、検討を進めた。 
 
４．研究成果 
（1）当事者が意識しない事務処理関係の競
合、とくに、委任等の事務処理契約と信託の
競合は相当広範に生じる。 
①当事者が一定の目的に従って管理また

は処分をすることとして財産を移転する契
約を締結した場合、信託の成立が認められる。
この契約も、他の契約と同様に、当事者がそ
の内容に対応する意思をもっていなくても、
要件に客観的に該当する場合には、成立が認
められると解される。このため、一方が他方
にある仕事を頼み、その仕事のために金銭が
交付されるときには、信託の成立が認められ
うることになる。したがって、各種の事務処
理契約と信託の競合は極めて広範に起こり
うることになる。 
②もっとも、この競合の可能性があること

は、競合の発生に直結するわけではない。 
当事者が競合を生じさせない（ある法律関

係を生じさせない）旨の合意をしているとき
は、その合意の効力として競合（その法律関
係）が生じないこととなる。事務処理契約と
信託とが競合しうる場合に問題になるのは、
信託の効果を生じさせない旨の合意である。
ただ、金銭を交付する者は、それが交付の目
的にそって管理・処分され、かつ、その金銭
が受取人の債務の責任財産を構成しないこ
とを欲するのが普通であるから、信託の効果
を生じさせない旨の合意は、明示的にされた
のであれば格別、そうでなければ、そう容易
には認められない。 
信託契約の成立が認められる場合におい

て、金銭の受取人がそれを意識していなかっ
たときには、信託契約の錯誤による無効が一
応は考えられる。しかしながら、信託の成立
を認めることは、金銭を交付した者の利益を
保護するために有用であり、受取人に過度の
負担を課すことに当然になるわけでもない。
したがって、錯誤の重要性が認められず、錯
誤無効が認められないことが通常と考えら
れる。信託の成立が受取人に過度の負担とな
るときは別であるが、これは、信託が他の事
務処理関係と競合して成立する場合の信託
の内容（受取人＝受託者に課される義務の内
容）次第である。そして、その場合の信託の



内容（受取人＝受託者に課される義務の内
容）は、両当事者が委任等の事務処理契約の
みを意識し、信託の設定を意識していないと
きには、基本的にはその意識されていた事務
処理契約上の内容（事務処理契約上の義務）
から大きく離れるものではありえないと考
えられる。したがって、信託の成立を認める
ことが金銭の受取人に過重な負担となるこ
とは、普通ない。 

③以上より、委任等の事務処理契約と信託
の競合は、非常に広範に認められてよいこと
になる。 
（2）当事者が意識しないまま委任等の事務
処理契約と信託が競合する場合における当
事者間の法律関係は、事務処理契約と信託が
同一の事柄について異なる法律効果を生じ
るときには、事務処理契約上の法律関係が基
本的に優先する。しかしながら、信託の法律
効果が認められることもある。 

①当事者が複数の法律関係の競合を意識
していない場合には、当事者が意識的に設定
した法律関係の優先が黙示に合意されてい
ると解するのが適当である。したがって、当
事者が意識しないまま委任等の事務処理契
約と信託が競合する場合、当事者が意識的に
設定した事務処理契約上の法律関係が優先
する。 

②これは、信託の法律関係については、信
託契約時の合意により受託者の義務が軽減
されていることを意味する。 

③もっとも、受託者の義務のなかには合意
により減免することができないものもある。
それらは、一定の目的での財産の管理・処分
を伴う場合には他の事務処理契約において
も当然に義務づけられることと解される。 

また、たとえば倒産隔離効は、一定の目的
での管理・処分のために財産が移転される場
合には、ごく例外的な場合を除き当事者によ
り欲せられていると考えられる。したがって、
これは信託の効果として認められるのが通
常である。このことから、倒産隔離効の前提
となる分別管理義務は、黙示の合意により排
除されていないと通常考えられる。 
（3）当事者が意識しないまま委任等の事務
処理契約と信託が競合する場合における当
事者間の法律関係を定めるにあたっては、そ
の前提として、競合するそれぞれの法律関係
の異同について明確にする必要がある。この
点では、とりわけ、財産交付者（事務処理依
頼者であり、かつ、信託の設定者）の利益保
護が重要な問題となるため、財産受領者（事
務処理者であり、かつ、受託者）の権限およ
び義務と、それらの権限違反・義務違反行為
の効果の異同を明らかにすることが重要で
ある。 

①財産移転の有無の違いのために、受任者
と受託者とでは、権限の範囲と意味が違い、

したがって権限違反の行為の効果も大きく
異なる。受任者は、他人の財産を預かるにす
ぎないため、とくに許された行為をする権限
を有するのみである。それに対し、受託者は
財産の全権者であるため、あらゆる行為を法
的に有効にする権限がある。受託者の「権限」
に関して従来考えられてきたものは実質的
には受託者の負う義務であり、受託者の権限
違反行為は義務違反行為と同質のものであ
る。 
②以上から、受任者の権限違反行為は、原

則として、委任者たる依頼者にとくに不利益
を生じない。ただ、例外的に、表見法理によ
り第三者の信頼が保護される場合に依頼者
は不利益を負担しなければならない。それに
対し、受託者の権限違反行為は委託者兼受益
者たる依頼者に実質的に不利益を生じる。た
だ、例外的に、第三者保護の必要性が希薄で
ある場合に依頼者の利益保護が図られる。 
 ③当事者が意識せずに事務処理契約と信
託を競合させた場合、財産の移転があるため、
この場面では基本的には信託としての扱い
が優先されるべきことになる。そして、競合
における法律関係は、このことを出発点とし
て検討されるべきことになる。 
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